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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は日本の一部の化学企業と電子企業が製品開発するプロセスに焦点を当てた研究である。第
１章では、研究の背景として、1995-2005 年時点に観察された日本の化学工業の貿易黒字や技術輸出
超過などが観察され、一部日本企業の化学的部材・材料の世界市場シェアがきわめて高いことを踏ま
えて、なぜ日本のこれらの化学企業の国際競争力が強くなりえたかに関する論点を示している。とく
に、化学工業の中で、生産方法や事業様式がシーズ指向かニーズ指向かという観点などから、原材料
を構成するビルディング・ブロック・ケミカルズと、パフォーマンス・ケミカルズに区分し、パフォ
ーマンス・ケミカルズの中でも一般消費財ではなく、産業財を高度部材産業と定義する。さらに、産
業財の中でもエレクトロニクス産業向け部材を取り上げ、高度部材産業における製品開発プロセスが
いかなる特質を持ち、対象とする材料メーカーにおける製品イノベーションの創出過程と競争優位の
源泉要因を明らかにすることが目的と論じている。 
第２章と第３章では、エレクトロニクスメーカーの要求に即応する形での特殊用途向けの高度技術
を擁する電子情報材料、具体的には、半導体製造の前工程と後工程でそれぞれ用いられるフォトレジ
スト材料（第２章）と樹脂封止財（第３章）に関する事例研究として取り上げ、２つの部材について
２社（フォトレジスト材料ではＪＳＲと東京応化工業、樹脂封止材では住友ベークライトと日東電工）
を取り上げ、各社の事業展開の比較分析を行った。 
研究の結果、明らかとされた点は、次の通りである。 
１．電子工業の新製品・技術開発に必要となる特殊用途に応えることが出来る技術を中堅化学企業
が企業内に保有していた。つまり、各社は、1970 年当時台頭しつつあった半導体産業が求める材料
市場に自社内にある技術資源をいち早く投じていた。いずれの部材においても、特殊用途の材料技術
を保有する企業が、半導体産業の急成長とともに、自社の強みとなる技術を基礎に製品・技術開発し
ていった。つまり、長期間の部材・材料開発に取り組み、半導体メーカーの要請に逐次、応えていっ
た。こうしたプロセスを積み重ねていったことが、世界市場でも高い市場シェアを獲得することに貢
献した。 
これら部材・材料メーカーは、顧客の抱える生産プロセス上の問題を解決しつつ部材・材料開発を
行った。また、３－４年ごとに世代交代する半導体技術の進展という点で、フォトレジストの場合、
日本の学会活動や大学・研究機関との共同研究を通じて、リソグラフィー技術の進展もあった。樹脂
封止材の場合、日立製作所が中心となり、半導体パッケージの外形形状を標準化し互換性を確保する
活動（表面実装ＱＦＰの開発プロジェクト）が半導体メーカー、材料メーカー等と共同して実行され
た。 
２．顧客の信頼と成約を得るために、技術開発プロセスでは、顧客メーカーが使用しているのとほ
ぼ同等の高額装置（数 10 億円）を自社でも購入し、開発材料の信頼性評価や製品検査を行うなど、
部材メーカーが顧客企業の技術開発プロセスの一部代行とも言える緊密な開発プロセスを行ってい
た点に化学部材メーカーの特徴があった。伝統的な総合化学企業では考えられない事業様式であり、
こうした特定顧客向けの製品・技術開発と検査行動が当時日本企業の特徴とされた漸進的改良型イノ
ベーションの特徴として見いだすことが出来た。 
３．50-1000 億円規模と、総合化学企業から見ると相対的に小規模の特殊市場に 8-10 社が事業展
開しており、しかも、製品・技術世代交替ごとに取引関係も変更されるかもしれない形で比較的に激
しく競争し合っていた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本研究では、1995 年代以降に日本の化学工業の国際競争力を高めた要因、とくに高度部材産業に
おける一部化学企業がいかなる経過や要因から高い世界市場シェアを獲得できたかを明らかにする
ことを目的とした。それはある程度、達成されている。 
 本研究の意義は、以下の２点にあると考える。 
 第１に、従来の化学工業研究は、もっぱら技術の革新性を重視し、日本に固有の漸進的改良型イノ
ベーションという開発様式である「顧客の要望やニーズに応じた少しずつの改良」にまったく着目し
なかったが、本研究では、２つの半導体製造材料・部材メーカーの技術開発プロセスを事例として取
り上げ、その漸進的改良要因が高度部材供給企業の強さを形成したと明らかにしたのである。つまり、
加工組立系と化学物質系の産業における技術開発プロセスは従来類似していないとみなされてきた
が、この点への問題提起をしたことが本研究の独自性である。 
 第２に、50-1000 億円という規模で特殊用途の市場に向けての技術開発に長期間取り組んだこと、
しかも、取引継続性が必ずしも保証されていない中、顧客の材料検査業務を代行し緊密な共同開発関
係を確立したこと、少なくない数の企業同士が競い合う市場であったことをある程度明らかにした。
つまり、供給者主導に近い汎用化学品ビジネスでは考えられない顧客主導ともいえる事業システムが
形成され、大手化学企業が容易に参入できない状況となっていたことを証拠となる事実を積み上げて
示した。 
 本研究への課題を示す。日本の高度部材メーカーの事業展開に関わるいくつかの発見事実とそのこ
とがもつ学術的意義をさらに深めることが望まれた。具体的には、日本の高度部材メーカーの化学工
業全体の中での位置づけを学術的視点から論じる部分が少なかった。また、高度部材メーカーと総合
化学品メーカーの事業スタイルや技術開発・製造・販売行動がいかなる意味で異なるか等、研究成果
をさらに深めることが望まれる。とはいえ、加工組立系産業における製品・技術開発や製造行動に関
する研究は質的・量的に多い反面、化学物質・化合物系産業に関する研究はそもそも極めて少ない。
そうした中で、電子工業と取引する化学材料・部材の技術開発プロセスが漸進的改良型特徴を有する
ことが国際競争力の源泉であると実証的に示した点は貴重であり、重要な研究成果である。 
